
会議協員委童児員委生民村頭国名協児民村町市

会長名 金城 敬子 副会長名 山城 美江 

連 絡 先 

〒905－1411 

沖縄県国頭郡国頭村字辺土名１７０９番地 

ＴＥＬ 0980－41－52          FAX 0980－41－5749 

地区人口 ４，５２５人 地区世帯数 ２，３２３世帯 高齢化率 ３６．８% 

小学校数  ５  中学校数  １   幼稚園数  ０  こども園数   １  保育所数  ０  

民生委員・児童委員定数 ２４名 主任児童委員定数   ２名 

部会・委員会 総務部会 高齢・障がい者福祉部会 児童福祉部会 

民 児 協 規 約   有 ・  無 ・  その他（               ）  

民児協定例会開催日時 開催日 第３木曜日 ：  時間帯（ 午前 ・  午後 ・  夜間 ）  14：00～

【地域の状況】 

沖縄県の最北端に位置し、緑豊かな自然の中にはヤンバルクイナ・ノグチゲラ・やんばるテナガコ

ガネ等の貴重な動植物がたくさん生息しています。２０２１年７月に世界自然遺産に登録され、山と

緑に囲まれた環境で住民生活を過ごしています。 

集落は２０か所あり、集落によっては高齢化率が５０％を超える集落もあり、高齢者の増加に伴う

介護サービスの需要が増加するとともに、福祉のニーズも多様化することが今後は予想され、高齢

者の生活を支える地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）構築が急務

となってきております。 

本村においても、少子高齢化社会に対応するために、総合的な施策の展開とともに、限られた地

域資源を有効活用しながら、住民対して行政、社会福祉法人、民生委員児童委員協議会等が連

携し、介護予防、介護、医療、住まい及び自立した日常生活の支援を包括的に提供できるような

取り組みを進めていき、健康でいきいきと、安心して暮らせる、健康長寿の村づくりを目指していき

たいと思います。 

【主な活動（高齢者・障がい者・児童等）】  

〇高齢者ひとり暮らし世帯等の見守り 

〇デイサービス等との交流会 

〇障がい者スポーツ大会への参加 

〇朝のあいさつ運動（各小中学校正門にて） 

〇各小中学校との情報交換会（年２回） 

【市町村民児協版 活動強化方策】 

１．安心して住み続けることができる地域づくりをめざしましょう 

２．地域社会での孤立・孤独をなくす運動 

３．地域社会での顔の見える民生委員活動 

令和４年９月３０日現在

【民生委員制度の歴史】
　民生委員・児童委員制度の歴史は、大正6年（1917年）に岡山県で創設された「済世顧問制度」
がはじまりである。なお、この制度の設置規程公布日である大正6年5月12日を全国民生委
員児童委員協議会が「民生委員・児童委員の日」として定め、5月12日から1週間を「活動
強化週間」とし、全国の民生委員・児童委員が一斉にＰＲ活動を展開し、住民や関係機関・
団体に民生委員・児童委員活動の周知のための取り組みが行われている。
　その後、大正7年（1918年）には大阪府で「方面委員制度」が創設され、各委員は担当地
区を持ち、地区内の世帯を訪問調査するとともに、生活困窮等で支援が必要な世帯に対しては、
迅速に救済機関につなげる、という役割を担っていた。
　この役割は今日の民生委員・児童委員活動に繋がっており、「方面委員制度」はその後、全
国に普及していくこととなる。
　そして終戦後の昭和21年（1946年）には「民生委員令」の公布により「方面委員」が「民
生委員」と改称されることとなった。また、昭和22年（1947年）には「児童福祉法」が公布され、
民生委員は児童委員を兼ねることとなり、昭和23年（1948年）には「民生委員法」の制定
により、民生委員制度が確立されることとなった。
　その後今日に至るまで、民生委員・児童委員は、一貫して生活困窮者の支援に取り組むと
ともに、特に戦後は時代の変化に応じて新たな活動に取り組むなど、地域の福祉増進のため
に常に重要な役割を果たしてきた。
　そして、平成29年（2017年）には「済世顧問制度」創設から100周年を迎え、全国の民生委員・
児童委員約1万人が参加のもと、東京ビッグサイトで民生委員制度創設100周年記念全国民
生委員児童委員大会が開催された。

【沖縄県における民生委員・児童委員のあゆみ】
　本県においては、昭和2年（1927年）に「方面委員規定」が制定され、翌昭和3年（1928年）
に12名（那覇市5名、首里市3名、糸満町1名、名護町1名、平良町１名、石垣町１名）の
委員が設置された。昭和7年（1932年）には146名にまで増員していくこととなる。
　その後、昭和16年（1941年）に太平洋戦争が開戦。昭和20年（1945年）の終戦後、本
県は日本本土と切り離されることとなる。27年間アメリカ合衆国の統治下におかれ、施政権
が分離されたため、「民生委員法」の適用がなく、民生委員・児童委員が空白の時代となった。
　一方、昭和26年（1951年）には沖縄群島社会福祉協議会（現：沖縄県社会福祉協議会。以下、
県社協）が設立。沖縄独自の取り組みとして、昭和32年（1957年）に日本本土の民生委員
にかわる制度として「福祉委員」が県社協会長名で50名委嘱された。（昭和43年（1968年）
300名委嘱）
　この「福祉委員」は低所得者・世帯への貸付事業で親身な相談・支援を行うなど、市町村

域での第一線において重要な存在として活躍してきた。
　その後、昭和47年（1972年）の沖縄本土復帰を翌年に控えた昭和46年（1971年）の「民
生委員制度」施行を前に「福祉委員制度」は歴史をとじることとなり、「民生委員」500名に
その業務が引き継がれていくこととなる。
　加えて、昭和47年2月には、現在の「沖縄県民生委員児童委員協議会（以下、県民児協）」
の前身となる、「沖縄県民生委員児童委員協議会連合会」が発足。これを記念して沖縄県民生
委員児童委員協議会連合会結成大会及び沖縄県民生委員児童委員大会が開催された。
　その後、平成4年（1992年）には「全国女性民生委員児童委員研修会」が本県で開催され、
全国から婦人民生委員児童委員約1,200名が集い、課題を抱える家庭への支援活動について
熱心な討議が行われた。
　また、平成8年（1996年）2月には当時の儀間文彰  県民児協会長が本県から初めて全国民
生委員児童委員連合会副会長に就任した。
　平成26年（2014年）3月には、県社協の局内プロジェクトチームが実施した「民生委員・
児童委員活動から見た福祉課題について」の調査により、若年層から高齢者層の経済的困窮
や社会的孤立等の課題がクローズアップされることとなった。
　この調査は、県社協が実施する社会的孤立の解消・防止に向けた「ＴＨＡＮＫＳ（サンクス）
運動」　～（Ｔ）ちいきの　（Ｈ）ひとびとが　（Ａ）あかるい　（Ｎ）ネットワークを　（Ｋ）
きづき　（Ｓ）ささえあうしゃかい～　へとつながっていくこととなる。
　平成30年（2018年）には本県において「第87回全国民生委員大会」が開催され、全国の
民生委員・児童委員3,400名が参加し、本県の民生委員・児童委員との交流を深めるとともに、
「沖縄県の民生委員・児童委員活動紹介～うまんちゅぬ　にぬふぁぶし～」を発刊・配布し、
本県の民生委員・児童委員活動をＰＲした。
　そして県民児協は昭和47年2月の発足から、令和4年（2022年）2月で50周年を迎えた。
50周年を記念して、令和5年（2023年）2月16日に沖縄コンベンションセンターにて「県
民児協発足50周年記念　第31回沖縄県民生委員児童委員大会」が開催されることとなった。

会議協員委童児員委生民村味宜大名協児民村町市

会長名 島田哲夫 副会長名 宮城広実・平良政代 

連 絡 先 

〒905-1303   

沖縄県国頭郡大宜味村喜如嘉 320 番地 

ＴＥＬ0980-44-3800       FAX098-44-3803 

地区人口 ３，０７１人 地区世帯数 1,717 世帯 高齢化率 37.10％ 

小学校数  1  中学校数   1 幼稚園数  0  こども園数  1  保育所数   0

民生委員・児童委員定数 14 名 主任児童委員定数 1 名 

部会・委員会 総務部 老人福祉・障害者福祉部 児童福祉・生活福祉部 

民 児 協 規 約  有 ・  無 ・  その他（               ）  

民児協定例会開催日時 開催日  毎月第 2 金曜日 ：  時間帯（ 午前 ・  午後 ・  夜間 ）  

【地域の状況】 

大宜味村は、沖縄県の沖縄本島北部に位置する村です。 

国頭郡に属しており、「長寿の里」とされ、「長寿日本一宣言」を宣言しています。 

行政区は 17 区あり、人口はおよそ 3,071 人で高齢化率が 37.1％となっています。 

民生委員 14 名、主任児童委員 1 名で関係機関との連携を行いながら民生委員活動を行ってい

ます。 

【主な活動（高齢者・障がい者・児童等）】  

・朝のあいさつ運動の実施（各学期始め 1 週間を強化週間とし村内小中学校にて行う。）  

・児童福祉週間に合わせたこいのぼり掲揚式（5 月 5 日からの 1 週間） 

【市町村民児協版 活動強化方策】 

１．在宅福祉のための個別援助活動の強化・在宅援助の為のネットワークづくり福祉づくりの推進 

２．障がい児（者）福祉の推進 

３．児童福祉の推進 

令和４年９月３０日現在

【民生委員制度の歴史】
　民生委員・児童委員制度の歴史は、大正6年（1917年）に岡山県で創設された「済世顧問制度」
がはじまりである。なお、この制度の設置規程公布日である大正6年5月12日を全国民生委
員児童委員協議会が「民生委員・児童委員の日」として定め、5月12日から1週間を「活動
強化週間」とし、全国の民生委員・児童委員が一斉にＰＲ活動を展開し、住民や関係機関・
団体に民生委員・児童委員活動の周知のための取り組みが行われている。
　その後、大正7年（1918年）には大阪府で「方面委員制度」が創設され、各委員は担当地
区を持ち、地区内の世帯を訪問調査するとともに、生活困窮等で支援が必要な世帯に対しては、
迅速に救済機関につなげる、という役割を担っていた。
　この役割は今日の民生委員・児童委員活動に繋がっており、「方面委員制度」はその後、全
国に普及していくこととなる。
　そして終戦後の昭和21年（1946年）には「民生委員令」の公布により「方面委員」が「民
生委員」と改称されることとなった。また、昭和22年（1947年）には「児童福祉法」が公布され、
民生委員は児童委員を兼ねることとなり、昭和23年（1948年）には「民生委員法」の制定
により、民生委員制度が確立されることとなった。
　その後今日に至るまで、民生委員・児童委員は、一貫して生活困窮者の支援に取り組むと
ともに、特に戦後は時代の変化に応じて新たな活動に取り組むなど、地域の福祉増進のため
に常に重要な役割を果たしてきた。
　そして、平成29年（2017年）には「済世顧問制度」創設から100周年を迎え、全国の民生委員・
児童委員約1万人が参加のもと、東京ビッグサイトで民生委員制度創設100周年記念全国民
生委員児童委員大会が開催された。

【沖縄県における民生委員・児童委員のあゆみ】
　本県においては、昭和2年（1927年）に「方面委員規定」が制定され、翌昭和3年（1928年）
に12名（那覇市5名、首里市3名、糸満町1名、名護町1名、平良町１名、石垣町１名）の
委員が設置された。昭和7年（1932年）には146名にまで増員していくこととなる。
　その後、昭和16年（1941年）に太平洋戦争が開戦。昭和20年（1945年）の終戦後、本
県は日本本土と切り離されることとなる。27年間アメリカ合衆国の統治下におかれ、施政権
が分離されたため、「民生委員法」の適用がなく、民生委員・児童委員が空白の時代となった。
　一方、昭和26年（1951年）には沖縄群島社会福祉協議会（現：沖縄県社会福祉協議会。以下、
県社協）が設立。沖縄独自の取り組みとして、昭和32年（1957年）に日本本土の民生委員
にかわる制度として「福祉委員」が県社協会長名で50名委嘱された。（昭和43年（1968年）
300名委嘱）
　この「福祉委員」は低所得者・世帯への貸付事業で親身な相談・支援を行うなど、市町村

域での第一線において重要な存在として活躍してきた。
　その後、昭和47年（1972年）の沖縄本土復帰を翌年に控えた昭和46年（1971年）の「民
生委員制度」施行を前に「福祉委員制度」は歴史をとじることとなり、「民生委員」500名に
その業務が引き継がれていくこととなる。
　加えて、昭和47年2月には、現在の「沖縄県民生委員児童委員協議会（以下、県民児協）」
の前身となる、「沖縄県民生委員児童委員協議会連合会」が発足。これを記念して沖縄県民生
委員児童委員協議会連合会結成大会及び沖縄県民生委員児童委員大会が開催された。
　その後、平成4年（1992年）には「全国女性民生委員児童委員研修会」が本県で開催され、
全国から婦人民生委員児童委員約1,200名が集い、課題を抱える家庭への支援活動について
熱心な討議が行われた。
　また、平成8年（1996年）2月には当時の儀間文彰  県民児協会長が本県から初めて全国民
生委員児童委員連合会副会長に就任した。
　平成26年（2014年）3月には、県社協の局内プロジェクトチームが実施した「民生委員・
児童委員活動から見た福祉課題について」の調査により、若年層から高齢者層の経済的困窮
や社会的孤立等の課題がクローズアップされることとなった。
　この調査は、県社協が実施する社会的孤立の解消・防止に向けた「ＴＨＡＮＫＳ（サンクス）
運動」　～（Ｔ）ちいきの　（Ｈ）ひとびとが　（Ａ）あかるい　（Ｎ）ネットワークを　（Ｋ）
きづき　（Ｓ）ささえあうしゃかい～　へとつながっていくこととなる。
　平成30年（2018年）には本県において「第87回全国民生委員大会」が開催され、全国の
民生委員・児童委員3,400名が参加し、本県の民生委員・児童委員との交流を深めるとともに、
「沖縄県の民生委員・児童委員活動紹介～うまんちゅぬ　にぬふぁぶし～」を発刊・配布し、
本県の民生委員・児童委員活動をＰＲした。
　そして県民児協は昭和47年2月の発足から、令和4年（2022年）2月で50周年を迎えた。
50周年を記念して、令和5年（2023年）2月16日に沖縄コンベンションセンターにて「県
民児協発足50周年記念　第31回沖縄県民生委員児童委員大会」が開催されることとなった。

− 11 −


